
○大田区南六郷創業支援施設条例 

令和２年３月11日 

条例第18号 

改正 令和４年３月11日第11号 

（設置） 

第１条 大田区内における新規創業及び中小企業者の新分野進出の促進を図るため、並びに地域の特

徴であるものづくり技術を活用して社会課題の解決を目指す創業希望者に活動の場を提供するため、

大田区南六郷三丁目10番16号に大田区南六郷創業支援施設（以下「支援施設」という。）を設置す

る。 

（施設） 

第２条 支援施設には、次に掲げる施設（以下「施設」という。）を設ける。 

(１) オフィス 

(２) シェアードオフィス 

(３) コワーキングスペース 

(４) オープンスペース 

(５) セミナールーム 

(６) 試作室 

(７) 駐車場 

（事業） 

第３条 支援施設では、第１条に規定する目的を達成するため、次の事業を行う。 

(１) 施設、付帯設備及び特殊器具の使用に関する事業 

(２) 区内における創業支援に必要な事業 

(３) 中小企業者の新分野進出支援に必要な事業 

(４) その他区長が必要と認める事業 

（使用者の資格） 

第４条 第２条第１号から第３号までに規定する施設（以下「オフィス等」という。）の使用者は、

次に掲げる要件を備えていなければならない。 

(１) 個人又は中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する中小企業者である

こと。 

(２) 次に掲げる要件のいずれかに該当する者であること。 

ア 区内で創業しようとする者 

イ 創業後おおむね５年以内の者 

ウ 新分野に進出しようとする事業経営者又は事業経営者グループ 

(３) その他規則で定める要件 

２ 第２条第４号から第６号までに規定する施設（別表に規定する貸切使用をする場合に限る。以下

「貸切施設」という。）は、第１条の規定による支援施設の設置目的に適合していると区長が認め

る者に限り、使用させることができる。 

３ 駐車場は、第２条第１号から第６号までに規定する施設の使用者又はその関係者に限り、使用さ

せることができる。 

（使用） 

第５条 施設、付帯設備又は特殊器具を使用しようとする者は、あらかじめ区長に申請し、その承認

を受けなければならない。 

２ 区長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用承認をしないものとする。 

(１) 公の秩序を乱すおそれがあると認めるとき。 

(２) 管理上支障があると認めるとき。 



(３) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規

定する暴力団の利益になると認めるとき。 

(４) その他区長が使用を不適当と認めるとき。 

３ 区長は、施設、付帯設備又は特殊器具（以下「施設等」という。）の使用承認について、管理上

必要な条件を付すことができる。 

４ 区が施設等を使用するとき又は区長が特に必要と認める事業のために施設等を使用するときは、

他に優先して使用し、又は使用させることができる。 

（使用者の募集方法） 

第６条 オフィス等及び貸切施設の使用の申請は、公募によるものとし、その方法及び手続は、規則

で定める。 

（オフィスの使用予定者の決定） 

第７条 区長は、規則で定めるところにより、事業計画等を審査し、オフィスの使用申請者のうちか

らオフィスの使用予定者を決定する。 

（貸切施設等の使用者の決定） 

第８条 区長は、規則で定めるところにより、事業計画等を審査し、シェアードオフィス、コワーキ

ングスペース及び貸切施設の使用申請者のうちからそれぞれ使用者を決定する。 

（補欠者の登録） 

第９条 区長は、前２条の規定に基づき使用予定者又は使用者を決定する場合において、併せて必要

と認める場合は、相当数の補欠者及びその順位を決定する。 

２ 区長は、前項の補欠者について、前２条の規定により決定した使用予定者又は使用者がオフィス

等及び貸切施設の使用を開始するまでの間登録する。 

３ 区長は、前２条の規定により決定した使用予定者又は使用者が辞退等によりオフィス等及び貸切

施設の使用を開始しなかったときは、補欠者のうちからその順位に従い、新たに使用予定者又は使

用者を決定する。 

（オフィスの使用手続） 

第10条 第７条又は前条第３項の規定によりオフィスの使用予定者として決定された者は、区長が指

定する日までに保証金として使用料３か月分に相当する金額を納付しなければならない。 

２ 区長は、前項の規定により保証金を納付した者をオフィスの使用者として決定する。 

（オフィス等の使用期間） 

第11条 オフィス等は、同一の使用者が３年を超えて使用することができない。ただし、区長が特に

必要と認めるときは、２年を超えない範囲内で使用期間を延長することができる。 

（オープンスペースの使用期間） 

第12条 オープンスペース（別表に規定する貸切使用をする場合に限る。）は、同一の使用者が引き

続き６か月を超えて使用することができない。 

（使用料） 

第13条 施設の使用料は、別表に掲げる金額の範囲内において、規則で定める。 

２ 付帯設備及び特殊器具の使用料は、１時間につき5,000円の範囲内において規則で定める。 

３ 前２項の使用料は、区が使用する場合は徴収しない。 

（使用料の徴収） 

第14条 オフィス等及びオープンスペース（使用期間が１か月以上のものに限る。）の使用料は、そ

れぞれ使用承認した使用期間の初日（以下「使用許可の日」という。）からこれを徴収する。ただ

し、区長が特別の事情があると認める場合は、使用許可の日以後において別に指定した日からこれ

を徴収することができる。 

２ 前項に規定する日又は同項の規定による施設を立ち退いた日が月の中途である場合のその月の使

用料は、規則で定めるところにより日割りにより徴収する。 



３ 第１項に規定する施設の使用料は、前月末日までにその月分を納付しなければならない。ただし、

使用許可の日に属する月に係る使用料は、同月末日までに納付しなければならない。 

４ 第１項に規定する施設以外の施設、付帯設備及び特殊器具の使用料は、使用承認の際又は使用許

可の日に納付しなければならない。ただし、区長が特別の理由があると認めるときは、この限りで

ない。 

（使用料の減免等） 

第15条 区長は、必要があると認めるときは、規則で定めるところにより使用料を減額し、若しくは

免除し、又は使用料の徴収を猶予することができる。 

（費用負担） 

第16条 次に掲げる費用は、使用者の負担とする。ただし、区長が特に必要と認めるときは、この限

りでない。 

(１) オフィスで使用する電気の使用料 

(２) 施設等の使用に伴い発生する廃棄物の処理に要する費用 

(３) 前２号に掲げるもののほか、区長が指定する費用 

（使用料の不返還） 

第17条 既に納めた使用料は、返還しない。ただし、規則で定めるところにより、その全部又は一部

を返還することができる。 

（特別の設備の承認） 

第18条 使用者は、あらかじめ区長の承認を受けたときは、特別の設備をすることができる。 

２ 区長は、支援施設の管理運営上必要があると認めるときは、使用者に対して特別の設備をさせ、

又は前項の設備の変更を命じることができる。 

（使用者の管理義務） 

第19条 使用者は、施設等の使用について善良な管理者としての注意義務を負う。 

２ 前項の注意義務に違反して施設等を滅失し、又は損傷したときは、区長が相当と認める損害額を

賠償しなければならない。ただし、区長がやむを得ない理由があると認めるときは、その額を減額

し、又は免除することができる。 

（転貸等の禁止） 

第20条 使用者は、施設等を転貸し、又はその使用の権利を譲渡してはならない。 

（オフィス等の使用権の承継） 

第21条 区長は、前条の規定にかかわらず、相続、合併等によりオフィス等を使用する権利を承継す

る必要があると認めるときは、これを許可することができる。 

（届出事項） 

第22条 使用者は、企業名の変更、法人格の取得その他規則で定める事由が生じたときは、区長に届

け出なければならない。 

（許可事項） 

第23条 使用者は、次の各号のいずれかに該当するときは、区長の許可を受けなければならない。 

(１) 事業計画を変更しようとするとき。 

(２) １か月以上オフィス等を使用しないとき。 

(３) オフィス等に模様替えその他の工作を加えようとするとき。 

(４) その他区長が特に必要と認めるとき。 

（返還） 

第24条 使用者は、オフィス等を返還しようとするときは、返還しようとする日の２か月前までに返

還届を区長に提出しなければならない。 

２ 使用者は、施設等を返還するときは、使用者の負担で原状に回復しなければならない。 

３ 使用者が前項に規定する義務を履行しないときは、区長は、これを履行し、その費用を使用者か



ら徴収する。 

（明渡し等） 

第25条 区長は、使用者が次の各号のいずれかに該当するときは、使用承認を取り消し、使用を制限

し、若しくは停止し、又は明渡しを請求することができる。 

(１) 不正行為により使用承認を受けたとき。 

(２) 使用料を正当な理由がなく滞納したとき、又は３か月以上滞納したとき。 

(３) 破産手続開始の決定、後見開始の審判等により施設等の正常な使用関係を維持することがで

きなくなったとき。 

(４) 施設等を故意又は重大な過失により損傷したとき、又はそのおそれがあると認められるとき。 

(５) 支援施設において他の者に著しい不安感、不快感等を与え、又は迷惑を及ぼし、これにより

支援施設の正常な使用関係を維持することができなくなったとき。 

(６) この条例若しくはこれに基づく規則（以下「条例等」という。）又は条例等に基づく区長の

指示に違反したとき。 

(７) 前各号に掲げるもののほか、区長が施設等の管理上必要があると認めるとき。 

２ 使用者は、前項の規定による明渡しの請求を受けたときは、区長が指定する日までに、使用者の

負担で施設等を原状に回復した上で明け渡さなければならない。この場合において、当該使用者は、

区長に対して損害賠償その他の請求をすることができない。 

３ 前条第３項の規定は、前項の規定による明渡しについて準用する。 

（保証金の還付） 

第26条 保証金は、前２条に規定するオフィスの返還又は使用承認の取消し若しくは明渡しの際、こ

れを還付する。ただし、未納の使用料又は原状回復に要する費用若しくは賠償金等があるときは、

保証金のうちからこれを控除する。 

２ 使用者は、保証金の額が前項に規定する控除すべき額に満たない場合は、直ちにその不足額を納

付しなければならない。 

３ 保証金には、利子を付けない。 

（検査） 

第27条 区長は、支援施設の管理上必要があると認めるときは、区職員のうちから区長が指定した者

に支援施設の検査をさせ、又は使用者に対して必要な指示をさせることができる。 

２ 前項の検査において、現に使用している支援施設に立ち入るときは、あらかじめ使用者にその旨

を通知しなければならない。ただし、区長が緊急やむを得ないと認めるときは、この限りでない。 

３ 第１項の検査に当たる者は、その身分を示す証明書を携帯し、使用者の請求があったときは、そ

れを提示しなければならない。 

（指定管理者による管理） 

第28条 区長は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定に基づき、法人その他

の団体であって次条の規定により指定するもの（以下「指定管理者」という。）に、支援施設の管

理を行わせることができる。 

２ 前項の規定により支援施設の管理を指定管理者に行わせる場合は、第５条第１項中「施設、付帯

設備又は特殊器具を使用しようとする者は、あらかじめ区長に」とあるのは「オフィス等及び貸切

施設を使用しようとする者はあらかじめ区長に、それ以外の施設、付帯設備又は特殊器具を使用し

ようとする者はあらかじめ指定管理者に」と、同条第２項及び第３項中「区長」とあるのは「区長

又は指定管理者」と、第25条第２項後段中「区長」とあるのは「区長及び指定管理者」と読み替え

るものとする。 

（指定管理者の指定手続） 

第29条 区長は、次の要件を満たす団体を選定し、議会の議決を経て、これを指定管理者として指定

するものとする。 



(１) 使用者の公平かつ平等な使用が確保されること。 

(２) 支援施設の効用を最大限に発揮するとともに、管理に係る経費の縮減が図られること。 

(３) 支援施設の管理を安定して行う能力を有していること。 

２ 前項の規定による指定を受けようとする団体は、事業計画書その他規則で定める書類を区長に提

出しなければならない。 

３ 区長は、第１項の規定により指定管理者を指定したときは、その旨を告示する。指定を取り消し、

又は支援施設の管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じたときも、同様とする。 

（指定管理者が行う業務の範囲） 

第30条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

(１) 第３条に規定する事業の実施に関する業務 

(２) 支援施設の維持及び修繕に関する業務 

(３) 前２号に掲げるもののほか、支援施設の運営に関して区長が必要と認める業務 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第31条 指定管理者は、この条例、これに基づく規則その他区長が定める基準に従い、支援施設の管

理を行わなければならない。 

２ 指定管理者は、大田区個人情報保護条例（平成10年条例第66号）の定めるところにより個人に関

する情報の適正な管理のため必要な措置を講じなければならない。 

（委任） 

第32条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、規則で定める日から施行する。ただし、次項及び付則第３項の規定は、公布の日か

ら施行する。 

（令和３年規則第180号で令和３年10月１日から施行） 

（準備行為等） 

２ 第29条の規定による指定管理者の指定及びこれに伴う手続は、この条例の施行の日前においても

行うことができる。 

３ 区長又は指定管理者は、この条例の施行の日前においても、この条例の実施のために必要な準備

行為をすることができる。 

付 則（令和４年３月11日条例第11号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第４条、第12条、第13条関係） 

施設 単位 金額 

オフィス 使用する面積１平方メートルにつき１

か月 

5,000円

シェアードオフィス １ブースにつき１か月 15,000円

コワーキングスペース １席につき１か月 10,000円

オープンスペース 貸切使用 １か月 300,000円

１日 20,000円

１時間 3,000円

個人使用 １日 1,000円

１時間 500円

セミナールーム 貸切使用 １日 6,500円

１時間 1,000円

試作室 貸切使用 １日 6,500円

個人使用 １日 3,000円

１時間 1,000円

駐車場 １台につき１時間 1,000円

備考 駐車場の使用料は、最初の２時間までは徴収しない。 

 


